
informationお知らせinformationお知らせ 四万十町人事行政　　の運営等の状況
 「四万十町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」の規定に基づき、四万十町における平成２９年度人事
行政の運営等の状況を公表します。

【分限処分】職員がその職責を十分に果たすことができない場合に行われる、職員の意に反
する不利益な身分上の変動をもたらす処分。

■職員の任免および職員数に関する状況　
（1）職員数の状況

（2）任用・退職の状況

（注）職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時または非常勤務員を除いています。

※条例の規定により任命権者が認める場合に限り、例外的に営利企業
　などに従事する許可を得ることができます。

（各年4月1日現在）
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・事務配分の見直し（▲１）　 ・組織の改革に伴う増（２）

・組織の改革に伴う増（４）

・職員の退職不補充（▲２）

・看護師の拡充による増（２）

・企業会計から一般会計へ（▲１）

・職員の退職不補充（▲１）

18 117

29 ▲231

・企業会計から一般会計へ（１）

■職員の勤務時間その他の勤務条件に関する状況 ■職員の休業に関する状況

■職員の服務の状況
（1）営利企業などの従事許可申請の状況

■職員の研修および人事評価の状況
（1）職員の研修の状況（職種別研修を除く）

■職員の福祉および利益の保護の状況
（1）職員の福利厚生事業の状況

（2）公務災害補償の申請状況 ■高知県人事委員会からの状況報告

■職員の分限および懲戒処分の状況
（1）分限処分の状況

【懲戒処分】職務上の義務違反など、公務員としてふさわしくない非行があった場合に行われる処分。

（2）懲戒処分の状況
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子が3歳に達する
までの期間

取得者数
11人育児休業
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心身の故障
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区　　分

地方公務員法等に違反

区　分

公務災害

職員の勤務条件に関する措置の要求
職員に対する不利益処分に関する不服申立

要求件数　0件
申立件数　0件

件　数

2件

公務災害の概要

蜂刺症、通勤災害

許可件数

研修機関

事　項 対象者等
四万十町

【特記事項】　高知県市町村互助会会員数　３００人　（平成29年4月１日現在）

高知県
市町村互助会

希望職員
実施金額
1,020,764円

該当職員・希望職員
給付事業・短期人間ドックの利用助成・
保養施設利用助成・厚生事業・貸付事業・
退職福祉部事業・団体定期保険事業

16,966,500円
（内会員掛金額）
10,771,600円

法定健康診断

勤勉手当 昇　　給
上位
０．３５％分布率

標準
９９．３％

下位
０．３５％

上位
０％

標準
９９．３％

下位
０．7％

こうち人づくり広域連合

(公社)高知県建設技術公社
高知県産学官民連携センター

高知県（高知県職員能力開発センター）

高知市

研修区分 研修内容 受講者

115名

53名

1名

1名

階層別
研修

能力向上・
開発研修

地域力
創造研修 広域連合企画

3名

3名

40名

180名

87名

28名

25名

30名

政策研究
共同事業 政策研究共同事業、政策づくり入門研修

土木技術職員初任者研修―
1名

5名

土佐まるごと立志塾（全6回）

マニュアル作成、企画をカタチにて伝えるコツ、ファシリテーション

―

―

公共施設マネジメント講習会―
Ｔ－ＰＥＣ

町独自の主な研修

ストレスチェック制度職員説明会―

―

31件（農業や地区総代などが含まれます）

※法律または条例の定めに該当する場合、限定的にその職務専念義務
　免除が認められています。

（2）職務専念義務免除の状況

（2）人事評価の状況

区　　　分

厚生に関する計画の実施に参加する場合

その他特別の事由がある場合

承認件数

11件

0件

平成２８年度から、職員の能力と業績に基づく人事評価制度を本格実施し、その評価結果を
勤勉手当と昇給に反映しています。また、人事異動、人材育成などに活用しています。

〔お問い合わせ先〕　総務課　☎22-3111

衛　生

13 ・職員の退職不補充（▲１）　・派遣職員の増（２）
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Ｈ29.1.1～Ｈ29.12.31

新規採用、５年目、１０年目、係長、課長補佐、課長、基本研修（一般）、
基本研修（管理職）、トップセミナー

自治体法務入門、政策法務入門、行政不服審査法、複式簿記、決算書
の見方、行財政、先進地、滞納整理、人事・研修担当者、契約事務基
礎、文書事務、パソコン集合、ｅ-ラーニング、クレーム対応力向上、管理
職のためのメンタルヘルス、意識改革セミナー、男女共同参画セミナー

地方自治法、地方公務員法研修

予算書の見方研修

人事評価制度　期中面談研修

人事評価制度　業績・能力評価研修

接遇研修

勤勉手当と昇給への反映状況（平成29年度の評価結果の反映）

15 14四万十町通信一平成30年10月号四万十町通信一平成30年10月号


